
1．はじめに

　令和 8年 4月22日、岩手県大槌町で出火した
林野火災では、住家 3棟、住家以外25棟の建物
被害及び1,708haの山林が焼損し、最大時1,558
世帯3,257人に避難指示が発令されるなど大き
な被害が発生しました（令和 8年 7月27日現
在）。

　本林野火災では、発生直後の急激な延焼拡大

から、管轄の釜石大槌地区行政事務組合消防本

部、大槌町消防団及び釜石市消防団の対応に加

え、岩手県内各地からの応援部隊の派遣、12都
道県からの緊急消防援助隊の派遣、自衛隊の災

害派遣がそれぞれ早期に行われ、ヘリによる空

中消火や市街地延焼を阻止するための地上から

の消火活動等が昼夜を分かたず実施されまし

た。

岩手県大槌町における
林野火災に対する消防機関の活動について

総務省消防庁防災課

　本稿では、この大槌町における林野火災にお

いて、懸命な活動にあたった消防機関の活動を

紹介します。

2 ．災害概要（令和 8年 7月27日現在）

⑴出火場所

　岩手県上閉伊郡大槌町小鎚

　岩手県上閉伊郡大槌町吉里吉里

⑵主な時間経過

　出火【小鎚・吉里吉里】時分不明

　覚知【小鎚】令和 8年 4月22日　13時53分
　　　 【吉里吉里】令和 8年 4月22日
　　　　　　　　　16時22分
　鎮圧【小鎚・吉里吉里】令和 8年 5月 2日
　　　　　　　　　　　　13時00分
　鎮火【小鎚・吉里吉里】令和 8年 5月29日
　　　　　　　　　　　　13時00分
⑶損　害

　林野被害　【小鎚】473ha
　　　　　　【吉里吉里】1,235ha
　人的被害　軽傷 2名
　住家・非住家被害　住家 3棟
　住家以外25棟

3 ．消防機関の活動

　本林野火災は、約10km離れた小鎚地区（22
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　航空部隊は、消防防災ヘリコプターにより上

空から情報収集活動及び熱源探査を実施すると

ともに、地上部隊が進出困難なエリアにおい

て、市街地方向への延焼拡大を抑制することを

主目的に消火活動を実施しました。本林野火災

は延焼範囲が 2箇所に分かれていたことから、
小回りが効き、河川の水を活用して給水ができ

る消防防災ヘリは小鎚地区を担当し、散水量の

大きい自衛隊の大型ヘリは市街地に近い吉里吉

里地区を担当するなど、活動空域を分けて消火

活動を行いました。

　懸命な消火活動等により、覚知から11日目の
5月 2日に鎮圧、38日目の 5月29日に鎮火とな
りました。

日13時53分覚知）と吉里吉里地区（同日16時22
分覚知）の 2箇所で発生しました。発災の初日
から管轄の釜石大槌地区行政事務組合消防本

部、大槌町消防団、釜石市消防団、隣接の県内

応援隊及び岩手県防災ヘリコプターによる消火

活動が行われました。同日16時には自衛隊への
災害派遣要請が行われ、翌日から自衛隊ヘリコ

プターによる散水が実施されました。

　消防庁では、23日 8時30分、延焼状況や過去
の林野火災の教訓を踏まえ、まず、宮城県の統

括指揮支援隊及び指揮支援隊並びに青森県及び

秋田県の航空小隊に緊急消防援助隊の出動の求

めを行い、現地の指揮支援活動を開始するとと

もに、陸上部隊の追加の要否も含めて情報収集

にあたりました。14時00分には岩手県知事から
の応援要請があり、同時刻に宮城県の都道府県

大隊に出動の求めを行いました。その後も延焼

状況や消防活動の状況に応じて部隊を増強し、

24日13時05分には、消防庁長官の出動の求めか
ら指示に切替えが行われています（以前の出動

部隊についても出動の指示に切替え）。最終的

には、陸上部隊は地元消防本部、消防団、岩手

県全12消防本部の県内応援部隊に加え、11都道
県からの緊急消防援助隊約1,200人、合わせて
約1,400人規模の体制を構築し、航空部隊は消
防防災ヘリコプター最大 9機体制で、自衛隊ヘ
リコプターと連携して消火活動を実施しまし

た。

　陸上部隊は、市街地への延焼阻止を主目的に

延焼阻止線を設けて昼夜を分かたず消火・警戒

活動にあたりました。担当エリアを明確にした

部隊配置のほか、部隊の創設後初めての活動と

なった安全管理部隊を中心に林野火災特有の安

全管理にも配慮しながらローテーションを組ん

で活動しました。また、水利不足や山中への部

隊投入に備え、大型水槽車や長距離送水が可能

な海水利用型消防水利システムを搭載した特殊

車両、小型救助車等を部隊に多く組み込んで出

動させ、有効に活用しました。さらに、ドロー

ンの赤外線カメラを活用して延焼範囲の把握や

熱源の確認をするなど、保有する車両・資機材

を有効に活用した消火活動を実施しました。

地上隊による消火活動の様子②

消防防災ヘリへ補水する様子

町民に見送られる緊急消防援助隊
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1．はじめに

　火山には、周辺地域において風光明媚な景観

を呈し、生活を豊かにする面がある一方で、一

たび噴火すると甚大な被害をもたらす面があり

ます。日本にある111活火山の中で特に50火山
の周辺地域（23都道県）は火山災害警戒地域に
指定されています（令和 8年 9月30日時点）。

2 ．火山災害に関する情報を知る

過去の火山災害（御嶽山噴火災害）

　平成26年 9月に発生した御嶽山噴火災害で
は、火口周辺で多数の死者・負傷者が出るなど甚

大な被害が発生しました。噴火災害には、風水害

のように大きな前兆が見られない場合があり、

平成27年の活動火山対策特別措置法（活火山
法）の改正により、登山者や観光客等に対して

は、火山防災マップや噴火警戒レベルをはじめ

とした火山情報の収集など、火山の噴火等に対

して備えをするよう努力義務が課されました。

御嶽山噴火災害に学ぶ

（消防庁HP 防災・危機管理e-カレッジより）

火山災害に対する備え

総務省消防庁防災課

噴火警戒レベル

　噴火警戒レベルは、「警戒が必要な範囲」と

防災機関や住民等の「とるべき防災対応」をレ

ベル 1から 5の 5段階に区分した指標で、火山
の活動状況に応じ、気象庁から発表されます。

中でも、レベル 4又は 5が発表された場合は、
居住地域にも影響があるため、市町村から避難

情報が発令されます。実際に、令和 4年 7月24
日、鹿児島県の桜島で発生した噴火では、一

時、噴火警戒レベル 5「避難」が発表され、一
部の市町村は避難指示を発令しました。

　噴火が起きる前から火山防災マップと合わせ

て噴火警戒レベルを確認し、実際に噴火が起き

た時の避難行動をシミュレーションしてみま

しょう。

3 ．火山災害から身を守るために

　噴気などの異常現象を発見した時※など、危
険な兆候が見られた場合には、市町村からの避

難情報の発令を待たず、直ちに安全行動をとる

ことも重要です。特に、噴石から身を守る必要

鳥海山火山防災マップ（山形県遊佐町HPより）

火山防災マップ

　火山防災マップは、各火山の噴火活動の特徴

や地理的特徴を踏まえて、噴火の影響が及ぶ範

囲等を地図に示した火山ハザードマップ上に、

避難対象地域・避難先等、防災上必要な情報を

掲載したものです。事前に各自治体のホーム

ページ等で確認し、いざというときに備えま

しょう。
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降灰域内に留まって自宅等で生活を継続するこ

とが基本とされています。

自宅での生活を継続するために

　降灰の場合、食料・飲料水や衛生用品など、

他災害と共通の備えだけではなく、火山灰の吸

入を防ぐための防塵マスク、エアコンの室外機

からの侵入を防ぐための防塵カバー、降灰を除

去するためのスコップなど降灰対策特有の備え

も必要になります。

降灰により自宅での生活継続が長期化する可能

性も想定し、一週間分以上は備蓄を行っておく

ようにしましょう。

がある状況では、速やかに近くの退避

壕や山小屋等に避難する、岩かげに身

を隠すといった行動が有効です。

※発見者の通報義務
　災害が発生するおそれがある異常な現象を発

見した者は、遅延なく市町村長又は警察官等に

通報しなければなりません。

4 ．富士山の大規模噴火と�
広域降灰への対策

富士山の大規模噴火による影響

　日本一の高さを誇る富士山も活動火

山の一つです。富士山における噴火は

1707年の宝永噴火を最後に、その後の

噴火警戒レベル（気象庁HPより）

ステージに応じた被害の様相

（リーフレット「火山灰への備え」（内閣府・気象庁）より）

約300年間確認されていません。しかしなが
ら、大量の降灰をもたらす大規模噴火がひとた

び発生すると、その影響は富士山の周辺地域に

留まらず、首都圏を含む広範囲に及ぶと想定さ

れています。

広域降灰対策の基本方針

　令和 7年 3月に内閣府（防災担当）が策定し
た「首都圏における広域降灰対策ガイドライ

ン」では、火山灰の量に応じて生じる様々な被

害の様相を、 4つの「ステージ」に分けて、対
策の考え方や留意点等を整理しています。この

中で、ステージ 1～ 3においては、できる限り
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